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一般不均衡理論序説

久　　我　　　清

1均衡理論と不均衡理論

1.1.経済社会はさまざまな経済目的をもって活動を営む諸成員とその活動及びそれらに係わるルー

ルとから成る総体であるOたとえば我々の住む経済社会では,市場を媒介として諸成員は互いに社会的

経済的関係に入り,その結果,総体としての因果的連鎖が生れる。そのような因果的連鎖の運行とメカ

ニズムを明らかにするための一つの抽象的モデルが⊥般均衡理論である。

一般均衡分析においては,すべての取引は市場の需給を凡ゆる財についてバランチさせる一般均衡価

椿でもって行われると想定される。そのとき,どの経済単位も一般均衡価椿に基いて選択行動し取引す

るわけであるから,任意二財閥の均衡価格比は各経済単位の効用指標又は技術選択についての限界代替

率に一致する。

耳のようにして,一般均衡理論における市場は各経済単位の主観的価値判断(限界代替率)を統合して

社会的価値判断(市場価格比)を形成する場となる.このような均衡は或る単位期間における均衡であり,

一時的均衡と呼ばれるO一般均衡分析は経済の動的過程を一時的均衡の時間的シ.) -ズとして把握する。

1.2.一般均衡分析に依る価棒メカニズムの研究は今日では一つの完結した体系となって結実してい

ることは疑えない事実である。しかしながら,価格メカニズムの抽象的研究はこれをもって事足れりと

できる訳ではない。

たとえば,価格経済といった場合,経済学者は条件反射的に事前の需給の合致ということを思い浮か

べる。しかしながら

『事前の需給の合致ということは価格経済システムを運行させる上で果して必要不可欠な要請であ

るか』

ということは,実は確かめられるべき事柄に属する.このことを確かめないで,価埠経済の世界即一般

均衡論の世界と考えることは,単に実際の価格経済のパフォーマンスを過大評価させるのみならず,他

にありうべき価格経済像を研究する上での妨げともなろう。

一般均衡理論でもって事足れりとする立場からは或いは次のような反論が用意されるかもしれない。
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即ち,均衡モデルを現実の近似対応物と考えてその単位期間を充分に短く取る。その時,どの経済単位

にとっても選択対象は手近かな財に限られており,その単位期間の市場値に応じてどの経済単位も

『手近かに限られた選択範囲のなかで最も望ましい取引をしている』

という意味での事前の需給が合致した状態で取引しているのである,と。

このような解釈は一つの立場であり,解釈とモデルの問に喰い違いが生じないかぎり,論難される筋

合いのものではないであろう。しかしながら,このような立場を固執することの得失をもまた考慮すべ

きである。

たとえば,巨視的景気循環論[8]や,最近の貨幣的経済成長理論[20]において,事前の貯蓄投資不

一致を基礎とした動学が展開されている。ところが,事前の貯蓄投資の不一致は財部門の事前の需給不

一致を指すわけであるから1),これらの理論は需給が一致しないときに何らかのルールによって取引を

実行するということを晴々裡に想定しているはずである。しかしながらこの種の理論を微視的立場から

ほ説明しつくしえないのが実情であるOそのほか　Wicksell過程の問題[21]やPhilipsユipseycurve

[18,14,4],インフレーション理論[2]などに於ける動態過程にも同様の問題が発生するのである2)0

このように,均衡理論の立場を固執するかぎり,これらの不均衡理論を一般均衡理論の枠外にある特殊

理論として取扱わざるをえなくなるのである。

1・3・賃金の価格としてのパラメタ一機能の不完全性に疑問を投じ,需給不均衡に於ける取引を労働

市場での最重要点として指摘したのはKeynes[9]であった　Keynesの非自発的失業という概念は明ら
t  e　4　B  I  I  e  O　*　Q  O  O  dI  I>　Q　4　e  e

かに均衡理論に於ける事前の労働需給量の一致点以外での取引を意味しているが,森嶋[15], Clower

[3], GlustofE[6]等は均衡理論にdual decision hypothesisを導入して,失業均衡を説明したOそのよ

うな世界にあっては,貸金は事前の需給を完全に合致させるようには機能せず,むしろ,経済構成員の

方がその経済的必要性に駈られて,経済組織の欠陥を補填すべく自らが行動原理を修正しているのであ

る。

さてこのような現象は労働市場の需給だけに限られるのであろうか。恐らくKeynesは当時の経済的

事実を背景として,価格メカニズムの欠陥のうち最も重要であると思われる部分についてそれを指摘し

たものであろう。実際,不況期においては失業のみならず,多くの主要産業において需給ギャップがあ

るままに経済活動が進行するのが通常である。たとえば,好況期の需要増加に応じて設備増強に拍車を

かけて供給能力が飛躍的に増大したあとで,内外の事情から経済情勢が深刻化し需要面が停滞したとき

などがそうであろう。

このように考えれば

『すべての財の事前の需要量が一致するように価樽が定まる』

という経済社会像よりも

『価格は需給の奉灘を縮小させるように或る程度は伸縮的に働くであろうが完全に伸縮的というわ

けではない。需給不一致が残れば,買い方は売ってくれる量だけで我慢する。売り方は買ってくれ

る量だけで我慢する』

といった方が実際の経済プロセスにより即応していよう3)。

1) Keynes[9]のように,貯蓄を事前の産出国民所得から事前の消費を控除したものと定義すればこのようにな

る(森嶋[15;第一章]参照)o　しかし貯蓄を事前の稼得国民所得から事前消費を控除したものと定義すれば,事前の

貯蓄投資の不一致は金融部門の不均衡を意味する。この立掛まHicks[7; (181-184)]の解釈と一致するOいずれに

せよ不均衡は残る。

2) Corryand Laidler [4; (191)]はPhilips-Lipsey curveが不均衡動態に関するものであることを指摘して
いる。

3)価椿伸縮性の間題を一つの中心課題としたのほLange[10]であった。しかし,彼の論述の背景をなすAppen-
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前者の均衡論的シェ-マを現実と対応させるためには,現実の経済の大部分の市場において安定的な

-価格模索のメカニズム([19; PartE], [16])が内蔵されていなければならいが,実際は,均衡価格を模

索するメカニズムをもつ市場は大勢を占めていないと言わなければならない。商品取引所,株式取引所,

外為市湯,コール市場,中央卸市場,その他の仮需段階における相場,商社機能などに模索価稗のメカ

ニズムをある程度見ることができるが,国民経済の大きな部分を占める最終生産物市場においては殆ん

どそのようなメカニズムはないというのが事実である。

大部分の市場に於ては,ある値段の下で需給が一致しなくとも何らかのルールによって売買が成立し,

潜在的な需給意欲の多寡に応じて,取引の進行につれて取引価格が変っていくものと考えられる。商品

の売り手は, (契約取消-再契約)の可能性を予定して模索価櫓を仮決めするというのではなく,ともか

く何らかの値段をつけてみて,その価格の下で売れるだけ売ってみる。そこで品不足や在庫増加などが

起れば市場圧力によって別の価格を考慮することとなるということであろう。実際,大量の取引を規格

-化して扱える市場ならばともかく,日常の取引において価格模索のプロセスを設定することの時間的,

金銭的費用は莫大なものとなるであろう.むしろ,価格はこの時完全に伸縮的に動くわけではないが,

各個別経済主体の方が経済組織の実体に順応し,何らかのルールによって需給不一致のまま事後的取引

に移行し経済活動が続行されるのである.上に述べた失業的均衡に於るdual decision hypothesisはそ

の一例に他ならない。

本論文の主題はそのような不均衡理論を社会的経済像として模索しようというものである　Keynes

のような一市場(労働市場)のみに不均衡取引を許容する場合にはそれを均衡理論の枠内で処理すること

は可能であるが4),不均衡取引を同時に凡ゆる市場に許容することにはかなりの困難が予想されるO

実際,均衡理論においては収支の決算は均衡価椿を用いてこれを明快に行うことができるが,ひとた

び凡ゆる市場に不均衡取引を許容すれば現在市場価格に応じた各経済主体の事前の需要供給量のどれだ

けが実現されるかは別の問題となるから,事後的取引の清算にはかなりの複誰さが伴う。本論文におい

ては,このような事前と事後の喰い違いを補い,模索過程なしに曲りなりにも経済システムを運行させ

ていく原動力は貨幣にあると考える。

2　一つの不均衡モデル

2.1.事前と事後

本論文では不均衡理論の抽象的な枠組の説明はしないが,その骨組のあらましを伝える一つの具体的

fj:モデノレを提示する。これを以下ModelAと呼ぶことにする。先ず事前と事後の・概念の説明から始め

よう。

事前の需要量(供給量)とは,或る価格体系のもとで各経済主体が購入(供給)したいと考える量をいうO

一般均衡体系では,一般均衡価格のもとでの事前の需要供給量が実際の取引量となるから,そこでは事

前事後の概念を峻別してかかる必要はない。しかしながら,事前の需給量に不一致を残したまま出来う

る範囲内での取引を実行する場合には話は異ってくる。事後の需要量,供給量とはこのような時に実際

に取引される量としての需要供給量をさす.

2.2.収支の条件

先ず均衡理論における収支の条件の扱い方について見てみよう。均衡理論で想定されているそれは

『収入の方は予定供給量が全部売れるものと考えて,支出項目を定める』という形をとっている。均衡

dixにおけるモデルは均衡価格を模索するモデルであって,その書物の本論に見られる不均衡プロセス的叙述の裏

・付けとはなりえない0

4) dualdecisionhypothesisは結局のところ,広義のWalras法則[17; p.316]を許容することに同じいo
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理論に於ては,事前量は一般均衡価格のもとで事後量として実現するから,このような収支条件を考え

たとしても理論的な不突合は生じない。

しかし今,或る不均衡価格が市場で成立しているとし,事態は一般均衡の方には動かないとなれば,

どうであろうか。このときには,必ずしも自分が売りたいと希望するものが売れて,買いたいと思うも

のが手に入るわけではない。このようなときに,均衡理論そのままの収支条件を考えていたのでは,経

済単位問の取引の清算はできないということは明らかであろう。

従って,不均衡理論を考えるにあたっては,事前の供給額が確定収入としては取り扱えないというこ_

とを何らかの形で考慮する必要がある。

2.3. ModelA:供給側の説明

モデルの説明にとりかかろう。我々は今,交換モデノレを少しばかり拡張したものを考えている。話を

簡単にするために,財はn種,経済単位数もnとするO

毎期々々第j者は第j財の初期保有量追加分として或る定数量盃j>0を得ることができるものと想定

する。従って第i者(i≒j)は第j財の供給には係らないO

初期手持ち量追加分というとき,追加分の意味は次の如くである。今,第j者が前期より今期へ持ち

越す第j財の在庫量を*j(t)とする。そのとき第j者の第j財の今期の初期保有量は[xj+zjit)]となる。T,

前期より受け鍵ぐ在庫zj(t)に今期追加分涼jが加わって今期の初期保有量となるというのが,今期追加

分の意味である。具体的には例えばCournot[5]の鉱泉を老えればよい　%(0は,このとき,鉱泉の在

庫であり,涼,.は毎期の一定湧出量であるo

さて,第j財供給者としての第j者の事前の供給量は[涼i+*j(fi)]とする0第j財は第j者のみによ

って供給されるから,第j財の事前的市場供給関数をsj(t)とおくと
i

sAt)-云J+zj(t) 7-1,-・,n

となる。

2.4.需要側について

各財の今期の価格をpi(t){i-l,蝣蝣-,%)でもって表わしておく。 piit)は後述のメカニズムによって,前

期の経済活動の結果として表われ,今期中は市場に於てその価椿が支配するものと考える。とすれば,

pi(t)が今期の事前の需給量をバランスさせうるかどうかは保証の限りではなく,従って,第j経済単

位の予定供給量[云i+*j(.mが全て売り捌けるとは限らない。このことを考慮すれば,第j者が価値額i_

pi(t)L云J+zj(t)lを支出計画のベースにする訳にはいかないということは明白であるo

これをカバーするために,支出の源泉については次のような想定をする。

各経済主体は過去の経済活動の結果として,それぞれ　*'(O(j-i,～,n)の貨幣を所持していると考え_

る。各主体は,財の取引契約が後述のルーノレに従って成され実行されるや,需要者はその価値額の貨幣

を財の供給者に期末古手支払うものとするo貨幣を支払う者は必ず期末に支払うから,これを受け取った

者はそれを自己の今期の支払い用途には用いることはできない。即ち,貨幣の単位期間当りの流通速度

は1となっている。

従って,今期何らかの支出計画をたてる際には,それに見合うだけの貨幣初期手持ち量が必要となる。も

いいかえれば,上述のm'(t)が第j者が今期の支出計画をたてる為の支出の源泉となる訳であるO

ただし,第j者はm>(t)のうち, (1-α'W(0を次期以降を考慮して残し, α'm'(t)を今期の支出の・

源泉とするO　ここでα 0-i,～,A)は1>αj>Oを満足する定数である。

さて,第j者の第i財に対する事前の需要関数dS(t)は

dil{t)-at3α'm}(t)lpi(t) i,j-l,～, n



・October 1973 一般不均衡理論序説 -297-

n

L,tいう形で与えられているとするO　ここで　afはdi≧0, ∑a*'-lを満足する定数である。
1-1

このとき,第i財の事前の市場需要di(t)は
n

dt(t)- ∑di3(t) 4-1,・・・,n
l=1

之表わすことができる。

2.5.事後の需給量の決定

事前の市場需給に不一致があるときの取引量決定のル-ルにはさまざまなものがありうるD　ここでは

・その一つとして

事後的市場需給量-min [事前的市場需要,事前的市場供給]という方式に従う。

しかしながら,この方式によって,個別経済単位の事後的な需要・供給量までが決定せられる訳では

.ない。実際の経済生活においてそれを決定する重要な要因は,日常の取引関係,資本関係,発注の先行

〃度などであろう。ここでは簡単な振り分け方式として

Di(t)-S{(t)-m.inldi(t), st(tu i-l, -, n
71,

AOO- ∑2Vto
l-1

Di>{t)-Di{t) -d(l(t)/di{t) i,j'-!,蝣蝣;n

Fによって表わされる方式に従う。

但し　aooは第i財の事後的市場需要を, SiOOは事後的市場供給を, DS(t)は第j者の第i財の事

・後的需要を表わしている。

供給側については-財-主体を仮定しているから,事後的市場供給Sdt)は第j者の第j財の事後的

個別供給量に同じい.従って次期における第j者の第j財の在庫は

zj(t+i)-sj(t)-Sj(t):ち+zj(t)-Sj(t) j-l,～, n

tとなり,次期の事前の供給量は

sj(t+l) -zj(t+l) +盃j

上なる。

取引の結果は貨幣でもって次のように清算される。
n

第j者は,総計∑p4(OIVGOの貨幣をそれぞれ財zVtoの供給者に支払う一方,自らは財jの供給
i=1

者として他からpj(t)sj(t)だけの貨幣を受けとる。従って,第j者の貨幣量の変動は
n

m3(t+l)-m}(t)+pj(t)Sj(t)- ∑pi(t)i>i'<f), y-i,～, n
t-l

でもって表わされる。

2.6.価格の動学方程式

市場の事前の需給に承離があるときに,価格は需給をバランスさせる方向に直ちには動かないと我々

,は考えた。しかしながら,価格経済を考察の対象とする限り,市場の需給差圧力が価格の動きに反映さ

れる様式が考察されなければならない。それをModelAでは

『今期の事前の需給差圧力は来期の価格に反映される』

之いう形式でもって表現することとする。即ち,価格変動の調整係数を<7i>0として

pt(t+1) -maxj>j, gt(dt(亭) -*(O) +j>i(O]
i-l,

上表わされるとする。ここで塾は第i財の正催下限価格であり,ある与えられた正の定数値をとるも

のとする。
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ここで次の点について注意を喚起したい。上記の調整方式は,一見, Samuelson[19]タイプの模索

過程に同じい,という印象を与えるかも知れない。しかしながら,模索過程は-立会期間における呼び

値の変動を表わすものであり,一方,我々の価棒動学方程式は単位期間の流列にわたる出来値の変動過

轟を表わすものである。

2.7.体系としての動態

これまでの叙述を総括すると次のような定差方程式体系となる。

(1)　　　　　　　　　sj(t)-丘J+zj(t) 3-1,

(2)　　　　　　　　di3{t) -aij.αj仇!(t)Ipi(t) i, j-l,～, n

n

(3)　　　　　　　　　di(f)-∑<VOO i-h一,n
y-i

)
　
　
)
　
　
)
　
　
)

4

　

　

5

　

　

′

0

　

　

7

(
　
　
(
　
　
(
　
　
(

(8)

Di(t) -St(0-min[_di(t),Si(」)] i-1,～, rL

Dtl(t)-Dt(t)蝣d/(t)ldi(0 i,.7-1, -

zj(t+i)-sj(t)-Sj(t) j-l,蝣蝣-,n

sj(t+i)-zj(t+l)+云j y-i,・・蝣,n

n

m'(t+l) -mj{t)+pj(t)Sj(t)- ∑pi(t)Dij(t) j-l, -, n
i-1

(9)　　　　　　　　pi(t+1) -max[R gi(di(t)-st(t))十pi(t)l i-l,～, n

ModelAの動態においては次のような局面が展開する。

(一般的不均衡) ‥前期の需給圧力によって今期市場を支配する価格が,事前の需給を総ての市場にお

いてバランスさせえない場合がこの局面である。

(部分的均衡)=幾つかの市場において,事前の需給が合致する場合がこれである。それらの市場の価

格は来期同じレベルにとどまるものの,来期のこれらの市場における需給)Iヾランスが保たれるかどうか・

は不明である。

(短期一般均衡) :総ての市場において事前の需給が一致する場合がこれであるo従って,価格は総て

の財について,来期も同じレベルにとどまるものの,必ずしも,短期一般均衡が再生産されるとは限ら,

ない。

(長期一般均衡)=同一の価格水準,需給取引のパターンが毎期繰り返される場合がこれである。モデ

ルによってはこのような可能性がないケースがありうるが, ModelAの場合には長期一般均衡状態は存

在する。

3　不均衡理論と厚生経済学

3.1.均衡理論的な価櫓機構のパフォーマンスを云々する際に,しばしばPareto最適という概念が.

援用される。経済体系の或る状態が,いずれかの経済単位のwelfareを低下させることなしには,射土

やどの経済単位のwelfareをも増加させることができないような時に,その経済はPareto最適を達成

しているというD

経済を構成する各主体がpricetakerとして行動し一般均衡が成立している時には,その経済が・

Pareto最適を達成していることはよく知られたことである(参照[l])c従って,経済動態を一時的均衡

のシリーズと見る立場[7]からは,価椅経済は常に短期的なPareto最適を達成しているという事にな

る。

3.2.さて,このことはModelAについてはどうであろうか。そこでは経済動態は概ね短期不均衡-

のシリーズとして観察される。価格パラメターは期間の進行を侯って,事前の不均衡を解消しようとす
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る方向に動くが,必ずしもそれに成功するとは限らない。即ち, (一般的不均衡)や(部分的均衡)の詔局

面はそれ自体持続する可能性をもっている。

また, (短期一般均衡)の局面に入ったときにも,再び(一般的不均衡)守(部分的均衡)に後退するこ-と

すら可能である。結局, (短期一般均衡)の局面が毎期持続する可能性は,局面が(長期一般均衡)に到達

してからのこととなる。

3.3.これらの結論は,厚生経済学的に次のように言いかえることができる。

即ち, ModelAは価格メカニズムに依存する価格経済システムではあるが,必ずしも毎期Pareto最

適が達成されているとは限らず,従って,資源配分の短期的効率性すら達成されないという可能性があ

る。

これを更に一般化して言えば, 『価格メカニズムによって運行する経済のあり方は多様であり,どの

価格経済も,外部不経済が存達しないという通常想定される場合においてすら, Pareto最適の達成は

保証されない』ということになる。

一般均衡理論の立場のみから価格メカニズムの効率性を評価することは,方法論的に完結している利

点はあれ,価格メカニズム-の過剰信仰に退化する危険性を学んでいるといえよう。

では, ModelAのような一般不均衡モデルでは短期一般均衡状態を持続的に達成することを断念せざ

るをえないのであろうか。必ずしもそうではないO問題は(長期一般均衡)局面の安定性にかかっているO

これを検討するのが次節の課題である。

4　不均衡モデルの長期均衡解

4.1.長期一般均衡の局面は, 『同一の価格水準,需給取引のパターンが毎期繰り返される場合』と

して特徴づけられた(2.7.参照)。今,そのような価格水準,需給取引のパターンに-ット(-)をつけて

i-Pl(t)-Pi(t+l) 4-1,～,n

sj-Si(t)-sAt十1) .7-1, -,n

Sj-sAt) -sAt+i) j-i,

d/-d/(t)-diJ(t+l) i,j-l,～,n

Di^D/it) -DtJ(t+l) i,j-l,

のように表しておこう。

すれば(9)式より

j3i ≧竺

43i≧gi(d-si) +pi
i-l,-,n

(但し,両式の中,一方に於て等号が成立)が成立する。この時正債下限価格p_iは充分小さく,長期均

衡価格たり得ないと仮定すれば,

(10)

となる。

従って, do　と(4)より

11

を得, 11と(6)からは

12

di-Si i-l,-,n

i-Si-Si-di i-l,=・,n

2j=-　y-iサ・・・サn

を得る。ここでijはpi,sj,djに対応する長期均衡在庫水準である。従って, (12)と(1)より,

(13)　　　　　　　　　　　　　　sj-Xj j-l,---,n

となる。
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また,(2)とPi:

J/から7^-m'00-my(」+l)となる。ここで挽(j-l,-,n)¥ま長期均衡貨幣水準を

示すO従って,8),(ll),(13),5,2より

n
(14)pi一点j-∑pAJ-α砲i-i,-,a
.7-1

又,(ll)のst-diより(13)を考慮して

n(15)pi云i-∑α3-娩J;-i-l,-,n
/-1

を得る。

ここで(14)と15)を併せて考えると

(16)

ttl　　サ1　　　　　as.

2

ffi2　　tt2　　　　　　ォ2

O"a
狗

g
I

α
2

犯
α

となる。

行列W)が分解不可能であること,また,体系内への貨幣流入がなく従って体系内の存在貨幣童は初
77

期時点Oに於ける貨幣量∑ n'(0)にとどまることを仮定すれば,結局,長期均衡値は次のように定ま
1-1

る。

即ち, [α1武一,αn娩n]′は(16)におけるように行列W)の固有値1に対応する正の固有ヴェクT/レと
n                  n

して相対水準が定まり,絶対水準は∑m>(0)-∑fitを通じて決定される。このようにして得られた
3-1

mJ(y-l,・・・,n)は(14)によってhU-1>・-.ォ)を定める。又, djは(2)によって定められる0

4.2.長期均衡解の安定性を検討する事はその重要性にもかかわらず,理論的に完全に解明せられた

訳ではない。しかしながら,不均衡理論といえども充分な時間が経てば,価格のパラメタ-としての機

能について必ずしも悲観的先入観に捉われる必要はなさそうである。少くとも,現在まで我々の得た所

によれば,

『不均衡モデルといえども,その長期均衡解が安定的であるケースがありうる』

と結論することができる。

このことを示すために,われわれは以下のようなモンテカルロ実験を行った。

経済単位数と財の種類はそれぞれ10とし, αW,^O'-i,～,10; i-l,蝣蝣蝣,10)に以下のような値を

先ず与える。

αJ

<H>
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また,社会全体の貨幣存在量は
10

∑ m3(o) -20.0
.7-1

正値下限価格は

pォ=0.01 i=l,-,10

とした。

これらのパラメタ一に対して　4.1.で述べたプロセスによって次のような値をとる長期均衡値が決定

される。

Pi

意ト芸

実験の内容を説明するためには,次の三つの手続き

(i)　長期均衡値の近傍の設定

ii　近傍内初期値の設定

(iii)収束判定規準の設定

について述べる必要がある。

(i)長期均衡値の近傍の設定

2.7.の定差方程式体系をスタートさせるためには, pi(O)(i-l,～, 10), ro'(0)0-1,～, 10), z}(0)

(∫-1, -,10)の初期値を与えることが必要であるが,初期値は長期均衡解の次のような近傍に含まれる

と考えた.即ち, p(P)-(pl(0), -pi。(0)), /M(O)-(ml(O), -,mlO(O)), z(o)-(21(0), -,21。(O)), (p(0),

m(O),z(O)) ePxMxZ,ここでP,M,Zはそれぞれ

p- {p¥p- (.pi, -,Pio), Pi≦pi≦2pi-Pi(i-l, -, 10)}
10

M-{m¥m-(m , -,mlO), o≦mJ'≦21兎メ0-i,～,10)∑　}-20}
i=l

Z-{z¥z-(zu一,zio)サ　0≦zj≦丘　0-i,～,10)}

である。

(ii)近傍内初期値の設定

我々のねらう所は,長期均衡解の近傍PxMxZについての安定性の検討にあるから,モンテカルロ

実験を行うた糾こPxMxZ上の初期点を一様に摘出する必要がある。

その為に,我々は[0,1]区間に一様擬似乱数を発生させるプログラム5)を用い,乱数xi」[0,1]に対

して

pi(O)-pi十(2Pi-Pt) ×x{ i-1, -,10

5)プログラムは乗算合同式法によるHitacSubroutineRanduを使用した。周期は219である。プログラムの

テストにあたっては,畠中道雄教授より有益な御示唆を戴いた。記して感謝申し上げる。
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とおき　TOi(O)については乱数丘i∈[0,1]に対して
1G

mj(O)-涼iX2娩i/∑3～jX21兎i-l,--,10
.7-1

とおいた　f(0)については,同様に,乱数表i〔[0,1]に対して

サM-完jX蝣Xj j-l,～,10

とおいた。

(iii　収束判定規準の設定

2.7.の(2)式と(9)式,又はkl.の長期均衡解を求める手続きから明らかなようにサ　Pi(t)とmJ{t)の

値が局面の特性値となっている。この事を考慮に入れて,

鍵と塾iPi

m3(t)一流j

≦O.OS i-l,-,10

≦0.05　j-l,-,10

が成立する事を収束の判定規準とした。

これを利用して,安定的ケース,不安定的ケースを次の様に分類した。即ち,定差方種式体系が1000'

回以内のiterationsでもって収束の判定規準を充たすに至った場合を安定的,そうでない場合を不安定

的とした。

1000回という数字はいささか慈意的であるが,これは幾つかの事例を試みて収束した場合の必要反

復回数のS-10倍を一応の目安としたものである。

また注意すべきことは,上のように分類せられた安定的ケース,不安定的ケースの中に或は極限閉軌

道が含まれるかも知れないということである。

上に述べた三つの手順を踏まえて実験は以下のように構成される。

まず一組の調整係数g%{i-h一, 10)を選ぶ。続い七(ii)の手続きに基いて一組の初期値p(O),m(O),

*(o)をPxMxZの中から摘出する。その初期値に基いて定差方程式体系を反復代入し, (iii)の収束

規準の判定を見る。この手続きを与えられたffi(fc'-l,-,10)に対する一つのrunとよび, 100runsを

もって一つのexperimentを構成させる.

我々は15組の調整係数を選び,一組の調整係数について各々二つのexperimentsを行った。実験の、

結果は次表に集約される。

一組の調整係数について結局200組の初期値を用いることとなるが,土れらは調整係数を変えて実験

を行う時にも同一の200組を用いることにした。これは調整係数の効果を知る為である。

この実験によって,調整速度の増大とともに不安定性が表われるが,適当な調整速度のもとでは局所

的安定性が保たれるであろうということを知ることができる。従って, 『不均衡モデルと言えども適当

な調整速度のもとでは,短期均衡型モデルと効率性に関しては大差ない状態が発生しうる』と結論する

ことができる。

調整速度の増大によって収束に要する回数が減ることは予期される通りであるが,その事によって逆

に不安定的な結果が表われるのは次の理由~による。

例えば第i市場で事前の超過供給が発生していたとする。 pi(t)は時間の進行と共に下落するが,その,

とき調整速度が小さければ　gi(di(t)-Si(t))の値の価樽への影響も微調整効果としてとどまる。しかし

ながら調整速度が大きいときには9i(di(t)-Si(i))の効果が大きく働き, pi(t+1)をいっきょに下限価格

zzzへ押し下げてしまい,局面は一転して膨大な超過需要をかかえる段階に変るO　このような事態が発

生するために事態が不安定化するわけであるが,逆に,下限価格がさほど低くないときにはこのような
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*　印のついた平均収束回数はstable caseについてのそれである。

局面からの脱出に時間を要しないとも言うことができる。

5　もう一つの価格機構

5.1.本節では,第二節と同様の経済単位を設定し,それとは少しく異った価格メカニズムを持つ経

済体系を考察の対象にする。そのねらいは,不均衡理論における価格メカニズムの多様性を指摘すると

共に, ModelAにJま見られなかった一『市場価格が単位期間中に或る程度の伸縮性をもつ』ような不均衡

分析の開発が可能であることを示す点にある0本節のモデルを以下ModelBとよぶことにするO
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a/,α',m'(f),αS(t),dt(.t),st(t),云　zi(t), Dt(t), Si(t)のnotationはModelAに従うO貨幣による清

算のノレールも同様である。

異れる点は市場出来値形成のメカニズムにあり, ModelBでは次のように想定する。

価格については,前期の経済活動の結果得られた出来値pi(トi)(;-i,～,n)がt期の期初に共通の

情報としてまず市場に流されていると考える。事前の需要di>(t),di(t)はこのpi(t-1)(i-l,～,n)をベ

ースとして表明されるとする。即ち

(17)　　　　　　　　　di(t)-c　αi-i(t)∫ iit-1) i,j-!,蝣蝣蝣,n

7L

(18)　　　　　　　　　　di(t)- ∑　dj(t)
J-1

である。

事前の供給はModelAと同じく

(19 si(t)-丘蝣+zi(t) i-l,-,n

よ考える。

今期の出来値pi(t)(i-l, -,n)は事前の需要供給の多寡に応じて次の様に定まるとする。

イ(Casel): di(t)>si(t)のとき。即ち,前期の価格のままでは超過需要が存在するときがこれである。

このときには,第i財のt期の出来値は越過需要が解消する点まで競り上げられると考える。即ち,
n

pi(t) - ∑ aijα 'm'(f)lst(t)
1-1

よなる。

i(Case2) st(t)≧di(t)≧盃iのとき。

この湯合にはpi(t)-pi(t-1)であ-ても,供給者に・・とってたとえ売れ残り革が生じても在庫の増加

は発生せず,また,需要者の側から見ても品不足は生じない。このときにはこれらの需給圧力にバラン

スが生じて価格は不変に保たれるもの,即ち, Pi(t)-pt(t-1)と考える。

(Case3)涼t>dt(f)のとき.

この場合には価格がpdt⊥1)のままであれば来期には供給者側に必ず在庫の増加が起るから,第i

財の供給者は来期の在庫の増加を防ぎうる所まで価格の競り下げに応ずるものとする。即ち

n

pi(t) - ∑ afαW(t)l涼i
j-l

が成立する。

この価格メカニズムは森嶋[15;第六章]によって価格分析的-一ドル型変動理論の構築にあたって

案出されたものである。

Cases(i)-(iii)は次のようにまとめることができる。

I(20)　　Pi(t) -Pi(t-1) ×

この時,事後的需給量は

21

22

max[(di(」) -Si(i)), o] maxUxi-dAt)), o]

sdt) ai

W)-aS.α'm3{t)lpi{t) i,j-l, ～,n

n

s{(t)-Dt(t)- ∑2VOO i-l,～, n
J-l

のように決定され,次期への引き継ぎは

(23)　　　　　zj(t+l)-sj(t)-Sj(t)-云j+zj(t)-Sj(t) j-l, -, n

(24)　　　　　sj(t+l)-zj(t十1)+涼　j-l,蝣蝣蝣,n

1=1,蝣蝣蝣,n
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n

m}(t+l)-mJ(t)+pj(t)-Sj(t)-　∑pi(t)D/(t) j-l,-,n
7=1

-305-

となる。

5.2. ModelAとModelBの最大の相違点は,市場価格が単位期間中に或る程度の伸縮性をもって

機能するという点にある。

需給圧力のバランスがとれて早るとき(Caseii)では価格は硬直的であるが,それ以外のときは伸縮坤

に働くO　このことによって,事後的取引量と事前の需給量の承離は, ModelAにおけるよりは小さくな

る　ModelAは単位期間中の価格伸縮庭はゼロであり,一方,通常の短期一般均衡モデルは完全な価格-

伸縮度をもつわけであるから, ModelBはそれらの中間に位置していると見ることができるO

5.3.長期均衡

第4節と同様に,総ての市場価格と取引パタ-ンが不変である状態を長期均衡とよび,それぞれの変工

数の上に記号-ット(-)をつけることにする.

すれば,価格方程式20　より

26

を得る。 25からは

27

を得るから(21), 27　を併せて

28)

となる。

又, (21), (22)を併せて

29)

S^i≧di≧丘　i-l,蝣

n

pjSj-　∑ iDi j-l,・-,71
a=l

.A

PjSj-α3娩　y-v

n

13i島- ∑alα3'娩　*-1,・・・,n
J畠1

となる。

(28)と(29)を綜合すると第4節の(16)が得られるからm3(j-l,～,n)の相対水準の取る値はModeK

Aと同じである。

一方,在庫方程式(23)から

(30)

となり

(31)

を得て,結局(28)とともに

ij-云j十Sj-Sf j-l, -,n

盃J=Sj j=l,---,n

(32)　　　　　　　　　　　　　　α]娩'-P*云J j-l,～,n

となるから,長期均衡価椿も同じ値をとることがわかる。

ModelBの長期均衡状態について　ModelAのそれと異れる点は,必ずしもzi-Oとならない点にあh

る。それは長期均衡状態(26)の特質に由来するものである。

ModelBの長期解についても, ModelAと同様の趣旨に沿ってモンテカルロ実験を行った.
10

O'iiα3',丘i, ∑ *'(0)には同様の債を与えたが　Piの制約がない為に近傍Pについてはより広く31-
J-1

{(PL-,Pi。)¥0<pi≦2pi i-1,-,10}をとり, jixMxZを採用した6)0

ModelBに於ては調整係数giは表われないから,結局,実験は2experimentsをもって終了するDソ

結果は以下のように要約される。

6)実際にXi-Oが乱数として表われた時には需要関数の形態を考慮して　Xi-0.1~　と入れかえたO
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